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サステナビリティ報告は、社会、
経済、環境に関する成果を出して
いくための政策的な手段です。 
事業のインパクト、リスク、 
ガバナンスに対する注力を高める
ことがその出発点になります。

報告制度には確立済みの土台が基礎として利用されている
ものの、新たなデータも取り扱われています。報告制度は複
雑であり、その範囲は拡大しています。サステナビリティ報告
書の開示は義務であり、財務報告書と同じ水準の厳密さが
求められます。また、報告書は非常に目立ちます。CFOは報
告書を主導していく役割を担うことになります。サステナビリ
ティ報告は、規制コンプライアンス上の項目の1つというだ
けにとどまりません。企業経営者は報告書という仕組みを
利用することで、前向きな変化や事業上の意思決定の向上、
全体的なパフォーマンスの改善など、さまざまな目的を果た
すことができます。

本シリーズは3部から構成されており、アシュアランスに備
えたサステナビリティ報告書の作成や、事業価値創出機会の
発見について、CFOの役割や実務的なステップを検討します。

アジアパシフィックではサステナビリティ報告が義務化され
ていますが、要件やスケジュールはさまざまです。大半の国
では2027年までに財務および非財務情報の開示が義務付
けられます（図表1）。企業の多くは欧州連合（EU）の企業
サステナビリティ報告指令（CSRD）など、国際的な報告要
件も満たしていく必要もあります。大半の企業は気候開示か
ら着手していますが、開示範囲は社会的領域や環境領域と
いった他の多くの分野にまで拡大しています。

こういった開示は高い注目を集め、目に見える形で世に出ま
す。規制では企業の経営陣や取締役にアカウンタビリティが
求められていますが、社会や投資家といったステークホル
ダーも企業のサステナビリティの実績を重要視するように
なっています。サステナビリティが全体的な戦略を推進する
要素になっていると考える企業は45%で、サステナビリティ
投資を増加させた企業は85%に上っており、企業としても
自社の影響や実績を明確にする必要があります i。

こういった開示要件の準備には、年次財務諸表の準備に費
やすのと同じ水準の厳密さが求められます。よって、財務部
門がこの報告プロセスにおいて主導的な役割を果たすこと

何が課題となっているのか？
になります。デロイトの「世界ESG報告ベンチマーク」
（Deloitte, ESG Reporting Benchmark, 2024）からは、
サステナビリティ報告を担当するCFOの数が増加しているこ
とが見て取れます。32%の企業においてCFOが担当役員で
あり、16%の企業ではCFOとCSuO（Chief Sustainability 
Officer）が共同でアカウンタビリティを担っています ii。よって、
CFOは短い期間のうちに新たな分野のコンプライアンスを実
現するという課題に直面する一方で、複雑な経済状況に対応
しつつ多様な優先事項を管理していく必要もあるのです。

企業の出発点はさまざまですが、大部分の企業はサステナ
ビリティのスキルや意識を改善すると共に、データへのアク
セスや関連するガバナンス能力を強化していく必要がありま
す。つまり多くの場合、人材、データ、システムに先行投資し、
質が高く反復可能な報告能力を構築していくことになります。
財務部門にとって、これは馴染みのある分野でしょう。

サステナビリティ報告を事業ガバナンスの一部に取り込んだ
組織能力を構築していく計画を主導しつつ、一方では価値創
造という最終的な目標に向けて注力し続けること、これが
CFOにとっての機会と課題です。

i デロイト、CxOサステナビリティ調査、2024年（Deloitte, CxO Sustainability Survey, 2024）
ii デロイト、ESG報告ベンチマーク、2024年（Deloitte, ESG Reporting Benchmark, 2024）
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図表1：アジアパシフィックにおけるサステナビリティ報告のスケジュール

オーストラリア会計基準審議会（AASB）報告グループ1の企業

温室効果ガス排出のアシュアランス（CS1）

気候関連開示（CRD）スコープ1およびスコープ2の排出量

サステナビリティ基準委員会の任意基準

CRDスコープ3の排出量

サステナビリティ報告ガイドライン

香港証券取引所気候開示

国際財務報告基準（IFRS）S1および IFRS S2報告

ISSBに 
沿った報告

AASB報告グループ2の企業

AASB報告グループ3の企業

気候基準1（CS1）

BRSRコアの枠組み

金融委員会（FSC）基準は2026年以降に延期

SSBJ基準の義務化

段階的な報告義務化 ー 今後の ISSB基準

企業責任とサステナビリティ報告（BRSR）

国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）／気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

その他
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懸念や課題

最初に問うべきことは？

自社には何が当てはまるのでしょうか？

大企業は国や基準ごとに異なる報告要件を課せられている
場合が多いでしょう。何が、いつ、どこで、自社に影響を及ぼ
すのかについてCFOは理解しておく必要があります。また、
コンプライアンスを加速するためには、それぞれの報告要件
の共通点を把握しておくことも必要です。顧客やサプライ
ヤーにも同様の要件が課せられていることもあり、サステナ
ビリティデータの洗い出しや共有について共同で取り組む必
要があるかもしれません。こういったやり取りにリソースを配
分するかどうかは検討が必要ですが、そうすることでサステ
ナビリティパートナーのエコシステムとのより深い関係を発
展させていく機会が生まれます。

変化を主導するのは誰か？

サステナビリティ報告には期限があるため、このアジェンダ
の責任者や、実施にあたってのアカウンタビリティを明確に

図表2：サステナビリティ報告のステークホルダーごとのニーズの違い

規制が複雑

リソースが不十分

サステナビリティ報告プロセスが
未熟である

優先事項が競合している

期待が高い、目立つ

ステークホルダーと足並みを 
揃える必要がある

価値の牽引役が不透明

コンプライアンスに集中している

規制が複雑

期待が高い、目立つ

リソースに限りがある

専門家からの要求が増えている

報告モデルが複雑

データを使えるかどうか

データが未熟

データアーキテクチャが複雑

投資の優先度が競合している

Chief Financial Officer Chief Strategy Officer Chief Sustainability Officer Chief Technology Officer

「法令を順守し、アシュアラン
スを受け、年次財務報告と関
連付けられたサステナビリティ
開示にする必要がある」

「投資家、顧客、チーム視点で
サステナビリティの実績を改善
する必要がある」

「新たなサステナビリティ報告
規制について助言し、自社の
サステナビリティ目標とバラン
スを取っていく必要がある」

「サステナビリティに関する
データにアクセスできるように
するとともに、データの正確さ
を保つ必要がある」

しておくことが重要です。コンプライアンス達成に関与する経
営陣の間では、アジェンダや求められる労力に対する理解
は異なっている場合が多いでしょう（図表2）。CFOが責任
者でない場合にも、その見解は不可欠です。組織的なプロ
セスを確立し、実施にあたってのリスクを明確にしていくた
めには、こういった課題を解決し、適切な人材を配してプロ
ジェクトに一定のリズムを確立することがカギとなります。

主要なステークホルダーの足並みは揃っているか？

取締役だけではなく、時には投資家や顧客も注目しています。
ステークホルダーに積極的に関与してもらい、目標を一致さ
せることが重要です。サステナビリティ開示が気候変動のリ
スクや機会について詳細に伝える最初の機会になる、といっ
た企業もあるでしょう。伝え方についての検討も重要です。
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CFOが注力すべき分野は？

サステナビリティ報告の課題に対処するためにデロイトと
共に取り組んでいる世界中の企業を見ると、効果的な報告
部門を確立していく中で3つの共通するギャップがあること
が分かります。

• 人材リソースと能力を確保する：新たな報告義務を満た
すために必要なリソースについてはっきりと把握できて
いない企業が60%存在しています。必要なリソースを把
握している企業はリソースを2倍にする予定です iii。この
点は、企業全般において、データ、財務、サステナビリティ
に関する専門知識のスキルギャップがあることや、サステ
ナビリティ要件に対する理解度が低いこととも相まって
います。

• 目的に沿ってガバナンスと統制を進化させる：サステナ
ビリティ報告や実績の透明性が高まり、厳しい目が向け
られるようになっているため、今まで以上に成熟した統
制が求められます。サステナビリティ報告が事業ガバナン
スのプロセスや事業上の意思決定に組み込まれていると
いう証拠も報告基準において求められます。

• データ要件とデータ管理を理解する：大半の企業にとっ
て、データの可用性、一貫性、複雑で多岐にわたるデー
タ要件の管理は大きな課題です。部門・地域横断的に
新たなデータや情報の要件を集約する必要がある場合
にはさらに大きな課題になります。手元にあるデータ、そ
の質、利用方法といった点を明確にする必要があります。
さらに、データの複雑さの管理や自動化に関する自社の
テクノロジー能力を評価し、効率的で一貫性のある報告
書を作成することも必要でしょう。

既存のリソース、プロセス、アーキテクチャが新たなニーズ
を満たしていくのに役立つ場合が多く、この点は安心材料
です。それに加えて、重要な分野に絞り込んで能力を強化し
ていく場面も多々出てくることでしょう。そうでない企業は、
レガシーシステムの限界を乗り越えていく必要があります。
賢明な企業は財務、リスク、戦略といった分野の既存の能
力を生かして、それを新しい文脈に当てはめます。

サステナビリティを事業目標や事業戦略の中核に据えてト
ランスフォーメーションのリーダーとして自社を位置付けよ
うとしている企業がある一方で、まずはコンプライアンスの

達成が必要な企業も存在しています。現在、グローバル企業
の32%はサステナビリティ報告が戦略の推進役になると考
えていますが、53%の企業はこれが基本的にコンプライアン
ス主導のものであると考えています iV。

課題は明確です。サステナビリティがコンプライアンス要件に
すぎないと考える企業には遅れをとるリスクがありますが、
サステナビリティを戦略的な命題だと考える未来志向のリー
ダー企業は、長期的な価値や競争力を向上させることがで
きます。この機会を捉えるために事業を「変革できるのか」
ではなく、「どれだけ迅速に変革するのか」という点が問わ
れます。

複雑さに対処する 
ためにAIとサステナビリティ 
の専門性を組み合わせる
あるグローバルなクライアント企業は、サステナビリ
ティ報告義務の準備を加速させるという明確な目標
を持ってデロイトに相談しました。デロイトをサステ
ナビリティのリーダーと考えたためです。同社の準備
状況を評価するためには、複数の国における報告に
関する期待をまず把握する必要がありました。デロイ
トのSustainNext™ツールを利用すると、欧州サス
テナビリティ報告基準（ESRS）、IFRS S1号、IFRS 
S2号といった基準に対して、クライアントの現時点で
の開示のギャップを評価することが可能です。
SustainNext™には生成AI分析とデロイトの専門
的な評価が組み合わされており、それぞれの報告要
件に照らして既存の企業開示を測定します。この評
価から得られたインサイトによって、このクライアント
は報告準備についてロードマップを進めることがで
きました。ロードマップには、データ、テクノロジー、
プロセス、統制の改善に関するワークストリーム、財
務の影響、システム改善といった分野の検討が含ま
れていました。

Client Spotlight

iii デロイト、ESG報告ベンチマーク、2024年（Deloitte, ESG Reporting Benchmark, 2024）
iV デロイト、ESG報告ベンチマーク、2024年（Deloitte, ESG Reporting Benchmark, 2024）
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現在の立ち位置、何から着手 
すべきか？

アジアパシフィックの企業はさまざまな要件に直面しており、
成熟度もそれぞれまちまちです。CFOにとって最も重要な最
初のステップは、すぐにでも次のアクションを起こすことです。

• 関連するすべての規制や検討事項にわたって、現在の立
ち位置と具体的な重要報告要件を明確に把握する

• データ、人材、プロセスのギャップを理解し、あわせて、サ
ステナビリティ報告能力を成熟させていくために必要なこ
とを把握する

• 既存の能力やプロセスについては社内を精査し、必要に
応じて、新たな主導的実務や専門知識に関して社外に目
を向ける

• 徐々にサステナビリティ報告をコンプライアンス以上のも
のとして捉え、組織の意思決定や業績のリズムにサステナ
ビリティ報告を取り込んでいく

本シリーズの第2部では、報告能力を進化させていくために
企業が注力すべき重要な分野について取り上げます。

企業のサステナビリティ目標に 
向けられる目が厳しくなる一方で、
サステナブルなビジネスに対する
投資意欲も高まっており、アシュア
ランスに備えたサステナビリティ
報告の必要性は明らかです。

そのためには、効率的な財務部門と同じ水準の厳密さと統
制が必要です。高い事業価値を引き出すための最初の重要
なステップはしっかりとした土台を築くことです。こういった
基本で足元を固めることで、コンプライアンスが管理しやす
くなるばかりか、長期的には一段と高いサステナブル目標を
達成していくことができるようになるでしょう。
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Methodology

Deloitte ESG benchmark
Deloitte ESG benchmark is based on surveys of 19 clients around the  
world.  The survey focused on experiences, efforts and challenges around 
ESG reporting to key market trends. This was complemented by interviews 
with 14 Deloitte project teams to qualitatively understand challenges firms 
are facing around ESG reporting.

The benchmark is focused on six ESG reporting themes and four priority 
areas that firms are facing challenges in. 

Deloitte 2024 CxO Sustainability Report
The report is based on a survey of 2,103 C-level executives, conducted  
by KS&R Inc. on behalf of Deloitte, and was administered in a double-blind 
manner during May and June 2024, ensuring impartiality and confidentiality 
for both respondents and researchers. The survey polled respondents from 
27 countries: 46% from Europe/Middle East/South Africa, 17% from North 
America, 9% from Latin America, and 28% from Asia-Pacific. All major industry 
sectors were represented in our sample. Additionally, KS&R and Deloitte 
conducted select, one-on-one interviews with global industry leaders.

Limitations
While every effort was made to ensure the reliability and validity of the data, 
it is important to acknowledge some limitations. The selection of clients and 
executives, while rigorous, may not fully capture the diversity of perspectives 
within every industry or region. Additionally, while the double-blind process 
was meticulously followed, there may still be inherent biases that could 
influence the findings. These limitations are considered in our analysis  
and interpretation of the data.
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